
令和８年度事業計画 

○総合振興

１ 私学振興対策 

（１）各部会に応じて、私学振興諸施策の充実強化及び諸問題の対策を図る。 

（２）鳥取県私学振興議員連盟との連携を密にして、私学振興の発展に努める。 

（３）各会派に要望書の提出及び政務調査会、意見交換会への出席。 

（４）鳥取県知事との面談 

２ 広報活動 

（１）学校の活性化のために適切な広報活動及び情報開示の支援を行う。 

３ 合同研修会 

（１） 私学としての連携を強めるとともに私学教職員としての必要な知識と技術を身に付ける

ために開催する。 



○中学高等学校部会

１ 私学振興対策 

（１）私学振興対策についての要望 

全国・中国地区関係団体等とも連携し、助成その他各種の私学振興諸施策の充実強化のた

め、国・県に対して積極的に要望する。 

（２）私学振興議員連盟との連携 

鳥取県私学振興議員連盟と連携を密にして、私学振興の発展に努める。 

 （３）私学振興全国大会等への参加（１１月４日 文京シビックホール） 

２ 生徒収容対策 

（１）公私立高等学校意見交換会の開催（１回） 

 （２）生徒収容に関する全国会議への参加（１回） 

３ 研修及び研究事業 

（１）私学教育の充実振興を図るために、各種の研究・研修事業の開催、支援を行う。 

区   分 対 象 開催時期等 

学校経営研究 理事長・校長・副校長ほか ２回～５回（５.６.10.３月） 

生徒指導研修 教頭・生徒指導主任ほか ３回（７.11.２月） 

教職員教育研修 教職員・必要に応じて担当者 1 回（8 月 21 日倉吉市） 

事務職員研修 事務長・事務職員 ３回（５.７.３月） 

新任・中堅教員研修 運営委員・新任教員 ３回（４.7.10 月） 

人権教育研修 教頭・人権教育主任ほか ３回（７.12.２月） 

県外視察 理事長・校長・副校長・教頭 １回（11 月） 

特別支援教育研修 特別教育主任ほか １～２回（6.11 月） 

（２）日本私学教育研究所が開催する研修会への参加支援を行う。 

私学経営研修会（6 月 18～19 日 京都市）及び全国私学教育研究集会青森大会（11 月 12

～13 日）参加に対する参加登録費を補助 

４ 他団体との連携の緊密化 

（１）中央関係 

①日本私立中学高等学校連合会

理事会・評議員会（５月１９日、１１月４日、３月１６日：年３回）

会長・局長会議（９月８日、１１月４日、１月１３日：年３回）

（２）中国地区 

①中国地区私立中学高等学校経営者協議会

総会（7 月 10～11 日 米子市）、代表委員会議（4 月 24 日 広島市）

②中国地区私立中学高等学校保護者会会長等懇話会(9 月 11 日 山口市)

③私立学校初任者研修中国・四国地区研修会（8 月 3 日～5 日 高松市)

５ 諸会議の開催 

  理事長会議、校長会議、副校長・教頭会議、事務長会議、生徒指導・人権教育・特別支援会議

を適時開催し、連絡調整、緊急案件の処理、専門的事項の調査研究及び情報交換を行う。 

６ その他 



○幼稚園・認定こども園部会

１ 私立幼稚園・認定こども園振興対策 

（１）行政機関との連携 

行政機関と連携し、学校教育としての幼児教育及び保育の振興と子育て支援・少子化対

策等の対策を図る。 

（２）公費助成増額運動 

国及び県に対する運動 

市町村に対する運動 

（３）私学振興議員連盟との連携 

鳥取県私学振興議員連盟と連携を密にして、私学振興の発展に努める。 

２  広報活動 

私立幼稚園及び認定こども園の立場や幼児教育及び保育内容の適切な広報活動 

インターネットを利用した広報活動、情報開示の支援 

３ 研修及び研究事業 

（１）幼児教育及び保育の充実振興を図るために研修事業を開催 

区  分 対 象 開催等 

経営研究会 設置者・園長 年５回～６回 

幼小連絡会 園長 各園で開催 

教職員研修会 園長・教職員 年１回（7/29 鳥取市） 

中国地区研修会 設置者・園長・教職員 年１回（8/18～19 山口市） 

全国研修会 園長・教職員 随時 

地域別研究会 設置者・園長・教職員 各地区で開催 

研究団体研修会 園長 年１回 

特別支援教育研修会 園長・教職員 年１回 

県外研修 設置者・園長 随時 

教育研修委員会 教育研修委員会委員 随時 

４ 他団体との協力事業 

（１）中央関係 

①全日本私立幼稚園連合会理事会・団体長会・総会

②全日本私立幼稚園ＰＴＡ連合会総会

③都道府県政策担当者会議

（２）中国地区 

①中国地区私立幼稚園協議会理事会・総会（年２回）

②中国地区私立幼稚園教育研修会（８月１８・１９日 山口市）

③中国地区教育研修委員会（随時）

５ 諸会議の開催 

  代表者会議を適時開催し、振興策と当面する諸問題の研究と対策について協議 

６ 「ゆたかなまナビ」「幼稚園・こども園ジョブナビ」の活用 

①幼稚園・認定こども園の基本情報登録

②研修申込・研修履歴・免許管理

③求人情報・イベント情報・お役立情報等



○ 専修学校各種学校部会

1 私学振興対策 

（１）行政機関との連携 

専修学校各種学校の振興策と当面する諸問題の対策を図る。 

（２）私学振興議員連盟との連携 

鳥取県私学振興議員連盟と連携を密にして、私学振興の発展に努める。 

（３）各校種と事業組合、関連団体との連携を図り校種別奨学金の創設や 

県関係部局との交渉により新たな補助金の支給を考案する。 

2  広報活動 

 専修学校各種学校の適切な広報活動及び情報開示の支援を行う。 

3 研修事業 

区  分 対  象 開催等 

学校運営研究研修会 設置者・理事長・校長・教職員 年１回～２回 

専修各種学校教職員研修会 設置者・理事長・校長・教職員 年１回～２回 

全専各連総会 代表理事・代議員 年１回～２回 

中国地区協議会総会研修会 設置者・理事長・校長・教職員 年１回（7/16 岡山市） 

県外視察 設置者・理事長・校長・教職員 年１回 

人権教育研修会 設置者・理事長・校長・教職員・学生生徒 年１回 

広告倫理運用委員会 担当委員 年１回 

4 他団体との協力事業 

（１）中央関係 

①全国専修学校各種学校総連合会事務担当者会議（４月１７日）

②全国専修学校各種学校総連合会総会・理事会（６月・２月）

③都道府県協会等代表者会議（１１月・２月）

（２）中国地区 

①中国地区協議会総会並びに研修会（７月１６日・岡山市）

②中国地区協議会会長会議（４月１５日・７月１６日）

③中国地区広告倫理運用委員会（１１月：鳥取市）

5 諸会議の開催 

➀専修学校各種学校部会（年２回） 

②専各部会理事会（適宜）

6 その他 

専修学校各種学校に関する中央や地方の情報を、速やかに随時伝達する。 


